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平成２０年度第２回宮城県民間非営利活動促進委員会 議事録

日時：平成２１年２月４日（水）

午前１０時～正午

場所：宮城県行政庁舎 第一会議室

○事務局

ただいまから，平成２０年度第１回宮城県民間

非営利活動促進委員会を開催いたします。本日は，

１名の方が会場に到着していませんが，委員の半

数以上の方のご出席をいただいていますので，本

委員会は成立いたしますことをご報告いたしま

す。

なお，本日は傍聴される方がおりませんけれど

も，本委員会は公開することとされております。

また，議事録については，後日皆様に内容を確認

させていただいた上で，宮城県のホームページで

公開しますので，ご協力をお願いいたします。

それでは，開会に当たりまして，環境生活部長

の今野からご挨拶申し上げます。

○今野環境生活部部長

おはようございます。環境生活部長の今野でご

ざいます。

宮城県民間非営利活動促進委員会の開催に当た

りまして，一言ご挨拶申し上げます。

本日は，お忙しい中，ご出席をいただき心から

お礼申し上げます。また，県政のいろいろな場面

でご指導を頂戴しておりますこと，この場をお借

りしてお礼申し上げます。

申すまでもありませんが，今日の社会，市民の

ニーズや地域のニーズも多様化し，行政や企業を

中心としたこれまでの社会の制度や仕組みだけで

は，なかなか対応が難しくなってきております。

このような中で，社会のニーズにより近いとこ

ろで，その専門性などを活かし，制度的な枠組み

にとらわれずに活動するＮＰＯは，今後のより活

力ある豊かな社会を構築していく上での大きな原

動力として期待されているところであります。

県では「富県共創！活力とやすらぎの邦づくり」

を県政運営の基本理念とした，「宮城の将来ビジ

ョン」を推進しているところであります。ビジョ

ンの実現に当たりましては，県民はもとより企業

やＮＰＯも重要なパートナーとして位置づけ，連

携・協働により各種の施策の展開を図って行くこ

ととしております。

また，昨今の急激な景気減速により，雇用等情

勢の悪化が大きく扱われ，対応が急がれていると

ころです。このため，国では，補正予算で継続的

な雇用と次の雇用までの短期の雇用・就業機会を

創出するための事業を実施することとしていま

す。この中で，ＮＰＯも企業と同様に事業の委託

先となり，雇用機会を創出するものとして期待さ

れております。県でも国のこの事業を活用し，雇

用の創出につながる委託事業の実施に向けて準備

を進めているところです。また，直接雇用につい

ては，既にお勤めいただいているところです。

県では，平成１２年１０月に「宮城県民間非営

利活動促進基本計画」を策定し，同計画に沿って

各種のＮＰＯ活動を支援・促進する施策を展開し

ております。本計画は５年ごとに見直すこととし

ており，平成１７年度に次いで，平成２２年度に

は２回目の改訂を予定しています。改訂に当たり

ましては，広く皆様からのご意見を伺いながら検

討を進めていきたいと考えております。

本日は，その検討に向けての進め方などにつき

まして，ご審議いただくこととしておりますので

よろしくお願い申し上げまして，開会のあいさつ
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といたします。

○事務局

部長は所用のため，途中で退席いたしますので，

ご了承願います。

それでは，山田会長にこれからの進行をお願い

いたします。

○山田会長

おはようございます。午前中からお集まりいた

だきましてありがとうございます。

部長さんからお話しがありましたように，基本

計画の見直しの議論を始めることになりますの

で，よろしくお願いします。ＮＰＯ法ができて１

０年，基本計画も前回の改訂から５年を経過する

ことから，この間ＮＰＯの役割・位置づけや社会

的な意識も変わってきており，基本計画を見直す

べきタイミングではないかと思っていますので，

是非よろしくお願いします。

それでは，議事に入ります。協議事項として，

基本計画の見直し，それから報告事項になります。

主に基本計画の見直しについて，時間を掛けさせ

ていただきます。事務局からご説明をお願いしま

す。

○事務局

初めに，平成２０年度実施事業についてご説明

させていただき，その後宮城県民間非営利活動促

進基本計画の見直しについてご説明いたします。

それでは，平成２０年度の事業実施状況につい

てご説明します。資料１をご覧ください。この表

の左側は「宮城県民間非営利活動促進基本計画」

の施策体系となっています。

施策の柱「１ＮＰＯ活動の促進体制の整備に関

する施策」の（１）ＮＰＯ活動促進中核機能拠点

（みやぎＮＰＯプラザ）の機能の充実としまして

は，みやぎＮＰＯプラザでの実施事業になります

が，①情報収集・提供機能として「みやぎＮＰＯ

情報ネット」を初めとしたインターネット，紙媒

体を利用した情報提供等を行っております。②相

談・コーディネート機能としては，ＮＰＯ窓口相

談などの「ＮＰＯのための無料相談会」・「会計税

務講座」などを開催しています。④地域連携機能

としては，ＮＰＯ支援施設などの研修や支援連携

事業を実施しています。⑤共同利用機能としては

会議室などの提供，⑥交流機能としては「交流サ

ロンの活用」，⑦ふれあい機能としてはレストラ

ンやショップスペースの貸し出し，⑧事務スペー

ス機能としては事務ブースをＮＰＯに貸与してい

ます。ＮＰＯ主体の運営ということで，指定管理

者制度を平成１７年度から導入し，現在は特定非

営利活動法人杜の伝言板ゆるるさんに運営をお願

いしています。

（２）地域におけるＮＰＯの支援促進につきま

しては，地方機関でのＮＰＯ法人の事業報告書等

関係書類の閲覧・縦覧を行っています。また，平

成２０年１月５日に栗原市市民活動支援センター

がオープンしています。

（３）中間支援組織への支援としては，再掲と

なりますが，みやぎＮＰＯプラザで実施している，

ＮＰＯ支援施設及び支援組織研修やＮＰＯマネジ

メントセミナー等を実施しています。

施策の柱，「２ＮＰＯの自立促進に関する施策」

ですが，（１）広報・啓発・情報につきましては，

再掲となりますがＮＰＯ情報ネットの運用のほ

か，みやぎ出前講座でのＮＰＯの啓発，（２）人

材育成につきましては，「ＮＰＯマネジメントセ

ミナーの実施」やみやぎＮＰＯプラザでの人材育

成講座の開催，（３）財政的な支援制度の充実に

つきましては，「みやぎＮＰＯ夢ファンド」から

の助成，「みやぎＮＰＯサポートローン」による

融資，法人県民税などの県税の減免，なお，平成

２０年度分の県税の減免の実績は年度終了後に確

認しますので，平成１９年度の実績を参照願いま

す。（４）地域におけるＮＰＯ活動拠点の整備・

促進につきましては，「県有遊休施設の有効利用

によるＮＰＯの拠点づくり事業」での県有遊休施

設のＮＰＯへの提供を行っています。この事業の

詳細につきましては，協議事項終了後の報告事項

でご説明いたします。
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施策の柱「３ＮＰＯと行政とのパートナーシッ

プの推進に関する施策」では，（１）情報公開と

政策プロセスへの参画促進につきましては，県の

計画等への県民からの意見募集，各種審議会等へ

の市民の公募，（２）協働の推進につきましては，

「ＮＰＯ推進事業発注システム」による業務の委

託と事業終了後の評価。（３）中間支援組織との

連携につきましては，再掲となりますが，みやぎ

ＮＰＯプラザでのＮＰＯ支援施設及び支援組織研

修などを実施しています。

「４ＮＰＯと多様な主体とのパートナーシップ

の推進に関する施策」につきましては，（１）議

会につきましては委員会等における情報提供，

（２）市町村につきましては，市町村ＮＰＯ担当

課長会議の開催とＮＰＯ活動促進施策・協働実績

の把握などです。（４）大学・研究機関・シンク

タンクなどにつきましては，民間非営利活動促進

委員会委員への就任をお願いしています。

詳細につきましては，資料２をご覧願います。

まず，特定非営利活動法人認証状況についてで

すが，１月３１日現在で，５４５法人の設立を認

証しています。このうち解散法人，所轄庁を変更

した法人，認証取消法人を除きますと，現在４９

４法人が存在しています。２ページをお開き願い

ます。ＮＰＯ法人は年１回事業報告書等の決算に

係る書類を提出しなければなりませんが，事業報

告書の提出について督促を行っても提出されない

法人へ，提出されない理由と提出予定時期につい

て市民へ説明するよう要請した一覧となっていま

す。平成１９年８月から行っていますが，４ペー

ジをご覧ください。これまで４０法人へ要請して

います。説明要請後も一定期間提出がない法人に

つきましては，法人役員の住所地を管轄する地方

裁判所へ過料通知を行っています。この表の右端

の「過料通知」欄に○印が付いた法人になります。

また，登記完了届出書が提出されなかった２法人

へも市民への説明を要請しています。

５ページをご覧ください。平成２０年１２月末

現在のみやぎＮＰＯプラザの運営状況になりま

す。１施設管理運営の「（１）みやぎＮＰＯプラ

ザ利用状況」は施設見学からレストランまでの利

用が３２，８６９人となっています。「（２）会議

室利用状況」につきましては，合計で６８６件と

なり，前年同期と比べて，約６０件減少していま

す。「（３）貸し事務室等」につきましては，大２

室，中４室，小４室，レストラン，ショップがそ

れぞれＮＰＯに利用されています。「（４）ＮＰ・

Ｏ結びサロン」につきましては，パソコンの寄贈

式と貸し事務室等を利用するＮＰＯとの協働でＮ

ＰＯ町内会まつりを開催しています。「（５）ミド

ル・シニアを対象としたボランティア情報サロ

ン」につきましては，９回開催され，35人の参加

がありました。「（６）市町村が設置したＮＰＯ支

援施設及び支援組織研修」につきましては，2回

開催され，24人の参加がありました。

「２無料相談対応」につきましては，法人申請

等の窓口相談116件，会計・労務等無料相談44件

の相談に対応しています。

「３ＮＰＯマネジメント講座及び４会計・税務

講座」につきましては，７ページに記載のとおり，

ＮＰＯマネジメント講座を８回，会計・税務講座

を７回開催する予定です。

６ページに戻りまして，「５ＮＰＯ支援連携事

業」につきましては，ＮＰＯ支援施設及びＮＰＯ

支援組織との情報交換や連携を目的として，登米

地域・石巻地域で開催しています。

「６みやぎＮＰＯ情報ネット運用」につきまし

ては，インターネット上で通常版とブログ版によ

るＮＰＯに係る情報発信とメールマガジンを発行

しています。（２）広報につきましては，紙媒体

のOne to Oneの隔月発行，月刊杜の伝言板ゆる

るへのプラザページの掲載等を行っています。

「７図書委託販売」につきましては，これまで

７件の取扱いがあります。

みやぎＮＰＯプラザの運営状況につきまして

は，以上です。

つづきまして，８ページをご覧ください。みや

ぎＮＰＯ夢ファンドにつきましては，組織開発支
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援，ステップアップ支援，スタートアップ支援プ

ログラムについて借受希望団体を募集しました。

９ページに記載していますとおり，組織開発５団

体，ステップアップ支援３団体，スタートアップ

支援３団体を，公開コンペや審査会を経て決定し，

合計で４９３万円を助成しています。このみやぎ

ＮＰＯ夢ファンドは，特定非営利活動法人せんだ

い・みやぎＮＰＯセンターとの協働により運営し

ています。

１０ページをご覧ください。みやぎＮＰＯサポ

ートローンにつきましては，東北労働金庫との提

携により，国・自治体等から委託金，助成金，介

護報酬等が支払われるまでのつなぎ資金を融資し

ているものです。今年度は，４法人に対し，２２，

５００千円の融資を行っています。

１１ページをご覧ください。県の事業のＮＰＯ

への業務委託を進めるため，発注手続きの適正化

を図るものとしてＮＰＯ推進事業を実施していま

す。ＮＰＯへの発注の透明性を確保しつつ，契約

締結時に必要となる契約保証金を５００万円未満

の契約については免除し，県からの委託料の支払

いについて，前金払い・概算払いの活用を促して

います。平成２０年度は，１１ページから１２ペ

ージに記載の１２事業についてＮＰＯ推進事業と

して実施しています。

なお，ＮＰＯ推進事業以外の業務委託やＮＰＯ

との協働事例に関して，平成１９年度分を昨年９

月に取りまとめています。資料３－１をご覧くだ

さい。「ＮＰＯと行政の協働に関する調査結果」

につきましては，県とＮＰＯに関する結果となり

ます。１ページの下の部分に，ＮＰＯと県との協

働状況を載せていますが，協働を行っている課室

が５３課室ありました。２ページにまいりまして，

協働の形態ごとの課室・公所数を記載していま

す。業務委託が２７課室，３８事業，補助・助成

等が９課室で９事業，業務委託と補助・助成以外

の協働が２９課室，３４事業となっており，協働

を行っている課室・事業数とも平成１８年度より

増加している状況です。

資料３－２をご覧ください。こちらは市町村と

ＮＰＯに関する結果となります。２ページをお開

き下さい。２の業務委託につきましては，１９市

町村が実施，１６市町村が未実施となっています。

４ページの７の業務委託以外の協働実績につきま

しては，１８市町村が実施し１７市町村が実施し

ていないとの結果となりました。詳細の協働内容

につきましては，別表として資料を添付させてい

ただいています。

ＮＰＯマネジメントセミナーにつきましては，

Ａ３の資料をご覧ください。ＮＰＯを対象に各圏

域において，団体運営・組織マネジメントに必要

なノウハウに係るセミナーを１６回，このパンフ

レットには掲載していませんが，ＮＰＯ支援施設

のスタッフのスキルアップに係る研修会を２回開

催しています。この事業は，特定非営利活動法人

杜の伝言板ゆるるさんとの協働で実施していま

す。

以上，平成２０年度事業の実施状況についてご

説明させていただきました。

つづきまして，宮城県民間非営利活動促進基本

計画の見直しについてご説明いたします。

基本計画につきましては，皆様にお配りしてい

ます，基本計画をご覧ください。表紙の右上に記

載していますとおり，平成１２年１０月に策定し，

平成１７年９月に改訂を行っています。この計画

の中で，５年を目途として見直すこととし，平成

２２年度が計画の見直しの時期となります。

現行の基本計画の構成につきましては，２枚目

の宮城県民間非営利活動促進基本計画施策体系図

のとおり，「協働による市民が主体となった社会

システムの確立を目指して」を目標に，「基本方

針」，「施策の柱」，「施策と事業」となっていま

す。実際の計画としては，目次のとおり，「第１

章基本計画策定の必要性から第５章基本計画策定

のために」までの５章構成となっています。

基本計画の概要について説明させていただきま

す。１ページをご覧ください。「第１章基本計画

の必要性」につきましては，「１ＮＰＯを取り巻

く情勢」で，時代背景やＮＰＯへの期待，ＮＰＯ
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を取り巻く課題について述べ，「２宮城県民間非

営利活動促進基本計画の策定の経緯と根拠」では，

宮城県ＮＰＯ活動促進検討委員会からの提言を基

礎として「宮城県の民間非営利活動を促進するた

めの条例」を制定し，この条例に基づき基本計画

が策定されたその経緯について説明しています。

２ページの「３基本計画の見直しの必要性」で

は策定から５年を経過し，新たに生じた諸課題を

解決し，より一層ＮＰＯ活動の促進に関する施策

の推進を図るために基本計画の見直しが必要であ

ることを説明しています。

４ページをご覧ください。「第２章基本計画の

視点」につきましては，「１ＮＰＯのとらえ方」

では，その（１）で基本計画の対象となるＮＰＯ

の範囲を規定しています。現在の基本計画では，

「市民が自主的・自発的に組織した社会貢献活動

を行う団体」，より具体的には，特定非営利活動

法人，任意の市民活動団体を主な対象としていま

す。

「（２）ＮＰＯの特徴」では，ＮＰＯの特徴を「第

一 非営利性」，５ページにまいりまして「第二

公益性」，「第三 自主性と自発性」，「第四

自立性と独立性」，「第五 組織性と継続性」，「第

六 事業性と経済性」であると説明しています。

「（３）特定非営利活動法人」では特定非営利活

動法人の定義について説明しています。

「２ＮＰＯの社会的役割と可能性」につきまし

ては，「（１）公共の担い手としてのＮＰＯ」では，

ＮＰＯが様々な問題提起や行動を通じて新しい公

共を生み出していくことの重要性，６ページにま

いりまして，「（２）協働のパートナーとしてのＮ

ＰＯ」では，行政の政策・サービスのあるべき姿

や理念を明確に打ち出し，社会に訴えていく提言

性・社会変革性の向上がＮＰＯに求められている

こと，「（３）結び手としてのＮＰＯ」では行政と

市民を結ぶ役割，ＮＰＯを支援することを目的と

する中間支援組織などの結び手としての役割の促

進の必要性が述べられています。

「３ＮＰＯ支援における社会的課題」では，社

会全体がＮＰＯの活動を支える仕組みの必要性に

ついて述べています。

「４ＮＰＯの課題や今後望まれること」では，

７ページをご覧ください。「（１）目的と使命（ミ

ッション）の明確化」では，資金その他の協力を

得るためには目的や使命への共感が必要であるこ

と，「（２）」では継続的活動のためにはマネジメ

ント能力が求められていること，「（３）創造性の

発揮」では，行政や企業にとっては実現の難しい

領域での創造性の発揮が期待されていること，

「（４）説明責任と情報公開」では市民からの評

価を受け，自ら活動を改善していくことの必要性

について述べられています。

「５行政の課題や今後望まれること」では，

「（１）ＮＰＯについての理解の促進」では，県

や市町村の職員の理解が十分ではないため，教育

・啓発活動を通じての相互理解が必要であるこ

と。「（２）情報公開の充実」では，行政の政策プ

ロセス全体の情報が迅速に公開されることが求め

られていること。「（３）協働の確立ための仕組み

の整備」では，県や市町村が協働の確立のための

仕組みの整備を行う必要があること。「（４）協働

への参加機会の拡充」では，ＮＰＯや市民と行政

が協働していくための参加機会の拡充を図るこ

と。「（５）ＮＰＯの状況にあった支援」では，施

策の具体化には，ＮＰＯが抱える課題に即した，

より効果的な内容と実施の方法に配慮することの

必要性などについて説明しています。

９ページをご覧ください。

「第３章基本計画の基本方針」では，「１ＮＰ

Ｏの活動支援・促進」，「２ＮＰＯとのパートナー

シップの確立」を基本方針とし，基本方針の「（１）

ＮＰＯの活動支援・促進」の施策の柱として９ペ

ージ中段に記載されていますが，「①ＮＰＯ活動

の促進体制の整備に関する施策」では，ＮＰＯプ

ラザの機能充実や地域の支援拠点の整備促進。「②

ＮＰＯの自立促進に関する施策」では，財政的な

支援とマネジメント能力の向上を目的とする事業

の継続実施と，活動拠点の整備の推進を施策の柱

としています。
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「（２）ＮＰＯとのパートナーシップの確立」

の施策の柱として１０ページにまいりまして，「①

ＮＰＯと行政とのパートナーシップの推進に関す

る施策」では，市民やＮＰＯの政策プロセスへの

参加促進，協働しやすい環境作りの促進に努める

こと。「②ＮＰＯと多様な主体とのパートナーシ

ップの推進に関する施策」では，市町村や企業な

どの多様な主体との連携に当たっての理解の促進

を図ることを施策の柱としています。

「２施策推進の方向性」につきましては，「（１）

ＮＰＯ活動の支援・促進」では，①ＮＰＯの自主

性・自立性・創造性の尊重，②ＮＰＯの発展段階

に応じた支援・促進の推進，③地域性・独自性・

個性の尊重，④中間支援組織との連携 に向けた

支援や施策を実施すること。「（２）ＮＰＯとのパ

ートナーシップの確立」では，「①相互の尊重と

相違の受容，対等な関係の確立」，１１ページに

まいりまして「②情報公開と透明性の確保」，「③

政策プロセスへの参加機会の拡充」，「④パートナ

ーシップ確立のための環境づくり」，「⑤行政改革

と地方分権・自治の推進」，「⑥多様な主体との連

携の推進」に向けた支援や施策を実施することを

規定しています。

１２ページにまいりまして，「第４章施策と事

業」につきましては，先ほど「平成２０年度事業

の実施状況のところでご説明しましたとおりで

す。

最後に「第５章基本計画の推進のために」につ

きましては，１７ページをご覧ください。基本計

画を着実に展開していくための県の体制作りにつ

いて「１宮城県民間非営利活動促進委員会」の設

置，「２庁内におけるＮＰＯ活動の推進体制」と

して，「宮城県総合計画及び新しい県政創造運動

の推進」，「ＮＰＯ活動促進庁内連絡調整会議の開

催」，「地方機関におけるＮＰＯ事業の推進」，「Ｎ

ＰＯ関連施策の実態の把握と推進」，「職員への研

修の実施」，「国への政策提言」を掲げています。

「３基本計画の見直し」では，５年をめどとして

見直すことを規定しています。

以上が，現行の基本計画の構成になります。

つづきまして，基本計画の見直しのスキームに

ついてご説明します。

資料１の２ページをご覧ください。

平成２０年度は，県内のＮＰＯを対象とした「Ｎ

ＰＯ活動実態・意向調査」と「ＮＰＯ活動促進に

係る市町村調査」を実施し，現在，集計中です。

「ＮＰＯ活動実態・意向調査」の調査票への協力

状況は３ページの調査票回収結果のとおりとなっ

ています。調査票は県内１２２０のＮＰＯに送付

し，調査票不着・未提出を除き調査票の提出があ

ったのは，５４２団体となります。提出のあった

５４２団体には，団体の休止・解散や調査拒否も

若干含まれていますので，調査分析に有効な回答

数は減少すると思われます。前回調査では，回収

数５３５でしたが，今回は現時点で５４２団体と

なっていますので，前回と同等の調査票の提出と

見込まれます。

２ページに戻りまして，平成２１年度以降の基

本計画の見直しに係るスキームについてご説明し

ます。

現時点で固まっているスケジュールがございま

す。平成２０年度では，下から２番目の県民の意

見提出手続き パブリックコメントの実施を平成

２２年２月から３月にかけて行う予定です。パブ

リックコメントは，基本計画の素案を広く県民の

方に見ていただき，ご意見を伺うものです。また，

このパブリックコメントに併せて，県内４地域で

ＮＰＯ関係者等への説明会を開催し意見を伺う機

会を設けることにしています。

平成２２年度ですが，基本計画の改定につきま

しては，県議会の議決を要することから，９月の

議会に諮ることが必要です。そのための最終版を

平成２２年度７月までには作成させていただきた

いと考えています。これら３点が，時期として固

定させていただきたい内容になっています。

つづきましては，これらを踏まえてのご相談に

なります。促進委員会のご審議につきましては，



- 7 -

平成２１年度６回，平成２２年度３回を予定して

います。促進委員会での基本計画の検討をどのよ

うな形で進めるかについて，協議させていただき

たいと思います。２ページの資料では，平成２１

年５月の第１回目の促進委員会で，「ＮＰＯ活動

実態・意向調査結果の報告」，「計画の構成に係る

協議」とさせていただいています。「計画の構成

に係る協議」につきましては，この資料の左に記

載しています，現行の基本計画の構成のとおり，

基本計画を第１章から第何章までとし，それぞれ

の章で網羅すべき内容について案を示させていた

だき，協議させていただきたいと考えています。

第２回目以降の促進委員会では，章ごとに事務

局から案といいますか，たたき台を提示させてい

ただき，促進委員会にて皆様のご意見を頂戴して，

事務局案の修正を行い，修正後の案を再び皆様に

提示させていただき最終的に固めることで進めさ

せていただければというのが，事務局案となりま

す。具体的には，第２回目で第１章・第２章，３

回目で第３章・第４章，４回目で第５章，第５回

目で全章に対する意見の集約，６回目でパブリッ

クコメント用の基本計画案の提示をさせていただ

きたいと考えています。このスケジュールについ

ても，基本計画の構成である，章の数によって変

わっていくことはあると思われますが，大筋では

このような方法，スケジュールと考えています。

前回平成１７年度の見直しの際も，事務局案を提

示させていただき，委員の皆様からご意見を頂戴

し改訂していますので，同じ手法で進めたいと考

えています。この事務局案への皆様のご意見を伺

わせていただきたいと思います。

併せて，今後の基本計画の構成である章立ての

検討をする際の貴重なご意見とさせていただきた

いので，現行の基本計画と基本計画に基づく施策

の課題や見直すべき点などにつきまして，現時点

での皆様のご意見をお伺いしたいと考えています

ので，どうぞよろしくお願いします。

○山田会長

ありがとうございました。事務局から平成２０

年度事業の実施状況と基本計画改訂の進め方につ

いて説明がありました。改訂の進め方として事務

局が原案をご提示して，促進委員会でご審議いた

だく。具体的には資料１の２ページのとおり，章

ごとの原案を基にご議論をいただいてまとめてい

く方法の提案でした。それから，スケジュール的

には平成２２年の２月から３月のパブリックコメ

ントに間に合うように全体をご検討いただいて，

９月には議会の議決が迎えられるようにとの内容

です。この進め方について，ご意見をいただきた

いと思います。今後の課題，見直しの課題につき

ましては，進め方のご意見をいただいた後にご意

見をいただきたいと思いますので，よろしくお願

いします。

まずは，進め方についてご意見，ご質問，ご提

案がありましたらお願いします。

説明にもありましたが，スケジュールは章立て

により少し変わることもあろうかと思いますが，

まずは進め方として，章単位毎に事務局からご提

案いただいて，検討する方向でいかがでしょうか。

○滝口委員

基本計画は，市町村ではできていない状況です。

基本計画に新たに加わるというのは，この文章

を見てみると，認識不足かも知れませんが，あま

りないのではないかと思います。完璧にできてい

るような気がします。それを事務局が案を提示し

て，委員さんからご意見をもらって冊子を作るだ

けでよいのかなとの疑問があります。別の方法が

あるかと聞かれると，この方法でしかないかと思

ったりもします。事務局が企画して，審査して作

成する手法で良いのかもう一度立ち止まって考え

る必要があると思います。基本計画にほとんど盛

り込まれていますし，公務員は文章が得意ですか

ら，すぐにでもできると思いますので，加えるこ

とを集中審議して，具体的にＮＰＯの状況がもう

一歩強いレベルに行くための仕組みや考え方を議

論するのが良いと思います。
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○山田会長

今のご提案は，原案を作る前に促進委員会でい

ろんな議論をした上で，案の検討に入ってはどう

か。従来のものも活用しながら，作り上げていっ

てはどうか。基本的には委員皆さんの意見交換，

議論の場を大事にしてはどうかとの解釈でよろし

いですか。議論する時間を取った方がよいとのご

意見ですね。書き方に関しては，誰かが整理しな

ければいけませんので，事務局の考えどおりで良

いかも知れませんが，基本的には前段としての意

見交換の場を用意してはどうかとのご提案ですの

で，是非実現する形で，改訂に向けてスケジュー

ルを組んでいただければと思います。

ほかにはいかがですか。

○大久保委員

基本計画の流れとして，この項目で進められて

いくことに関しては，妥当だと思います。ただ，

問題になってくるのは実態・意向調査の結果と，

社会環境が変わってきていますので，建前と実際

に展開される事業の開きが大きくなってくること

を計画に盛り込むことは無理がある気がしますの

で，来年度はこのスケジュールで進んでいくけれ

ども，実態・意向調査の結果や現在の社会状況を

皆さんと共有しながら，それに対してどこを支援

していくかといった全体的な話を進めていく中で

このスケジュールに落とし込んでいくんだろうと

思いますので，この流れで進んでいくことには賛

成です。

○山田委員

ありがとうございました。ここに示されている

章立て自体も，今日の議論と１回目の実態・意向

調査の結果を踏まえての議論で変わっていく可能

性があると思いますので，このとおりの章立てに

はならないかもしれませんが，ご提案の方向で進

んでいって良いのではないか，ただし，後半でい

ただくご意見と第１回の促進委員会での意見を踏

まえてこの構成を変えながら検討してはどうかと

のことでご意見で，滝口委員に近いお考えだとい

うことでよろしいでしょうか。

ほかにはいかがでしょうか。

○西出委員

基本計画にＮＰＯと多様な主体とのパートナー

シップの推進の施策があり，これまでの実績を見

ますと，企業や各種団体，広域的な連携が，弱か

った面があります。従いまして２月から３月にＮ

ＰＯ関係者等への説明会や意見交換会を開催され

ますが，この説明会の時にＮＰＯ関係者だけでは

なくて，企業や各種団体の方，大学などのいろん

な方に対する説明会なり意見交換会を開催しては

どうかと思います。意見交換会は最後にやるので

はなくて，これから計画を見直していきますとい

うことで，最初に委員の中で意見交換会をする場

とともに，もう少しオープンな場があるといろん

な方が関わって良い計画ができるのではないかと

考えます。

○山田会長

今のご提案は，いろんなご意見を伺うときに，

対象を広く捉えていただきたいと言うことと，大

きな案の段階で示すことで，その時期を早めては

どうかとのことでよろしいですね。それでスケジ

ュールをご検討いただきたいと思います。最初の

基本計画を作るときにも何度かいろんな方にお話

しを伺いながら案を固めた経緯がありますので，

そういった場が中盤から終盤にかけて，用意でき

れば大変意義深いので，ご検討いただければと思

います。

ほかにはいかがですか。

○小林委員

宮城県で弱いかなと思っているのが，市民やＮ

ＰＯが政策のプロセスに参加する部分だと思いま

す。資料１にもいくつか出ていますが，実際の事

例なども委員会にご提示いただいて，そこを推進

するためにどうするか，そこがとても小さい気が

します。委員会の持ち方としては，提案されたの

でよろしいと思いますが，その弱い部分を明確に
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議論できたらと思います。

○山田委員

政策課程への参画プロセスは，西出委員のお考

えとも多少重なると思いますが，そういった配慮

をしていただきたいと言うこともあろうかと思い

ます。市民，ＮＰＯへの説明会の場の持ち方も含

めて盛り込めれば良いかなと思いますのでよろし

くお願いします。

ほかはいかがでしょうか。大きな流れとしては，

事務局が材料を用意しながら議論を進めていく。

中間の過程でいろんな方のご意見を聞く場である

とか，計画を決定する課程におけるいろんな方の

参加も盛り込めればというご提案がいくつかあり

ましたので，このご意見を踏まえてスケジュール

をご検討いただくということでよろしいでしょう

か。

それでは，スケジュールは提示された資料で進

めていただきますが，細部につきましていくつか

ご注文がありましたので，盛り込むことで進めて

いただければと思います。

次は，今の段階でお気づきになられていること，

施策の見直しであるとか県がすべき施策等につい

て，ご自由にご意見をいただきたいと思います。

平成１２年に最初の基本計画が作られましたが，

どちらかというとＮＰＯに対する理解・促進，い

ろんなセクターに対してＮＰＯを理解してもらう

ことが大きな課題で，そのための施策が中心だっ

たような気がします。それから，平成１７年から

の施策はＮＰＯの定着と申しますか，ＮＰＯの自

立・促進であるとかパートナーシップに重点が置

かれていたかと思います。そして，新しい時代を

迎えていろんな課題が社会的に出ていますので，

その点を踏まえてご議論いただければと思いま

す。ただ，平成１７年度頃からだったと思います

が，県の財政が厳しい状況になってきて，お金を

投入することが難しい状況が出てきていますの

で，平成１７年度からの施策は厳しい計画になっ

ていたような気がします。その状況はこれからも

変わらないと思いますので，そのことを踏まえて

いただきながらご議論いただければと思います。

どうぞ，基本計画の見直し，新たな課題設定に

向けて時間の許す限りフリートーキングをいただ

きたいと思います。

○石井山委員

資料に対する質問になりますが，県下のＮＰＯ

に実施された実態・意向調査のサンプル数が１２

２０になっています。この数字はどういったもの

なのか教えていただきたい。ＮＰＯ法人を取得し

ている団体は約５００ですから，これを大幅に上

回っていますので，１２２０の中身はどのような

ものなのか。なぜ，これを聞きたいかと申します

と，資料の３の２になりますが，各自治体のＮＰ

Ｏとの協働について詳細なデータが出ています。

各自治体の業務委託の委託先として出てきている

のが，地域協議会とかコミュニティ運営協議会，

体育協会，文化協会とか，ＮＰＯ法人とはイメー

ジが違う団体がかなりを占めている実態になって

います。つまり，１２２０にはこういった団体も

含めているのかどうか。理念としてのＮＰＯとの

協働と協働の実態とには，距離があるというかや

や違いが出てきていますので，そういった団体を

視野に含めるかどうかにも関わりますので，その

点について確認させていただきたいと思います。

○事務局

１２２０という数字ですが，前回の調査と同じ

数になっています。前回と同じ団体数の調査を行

えば，同じ回答率を見込めることと，調査項目を

大きく変えずに前回とのデータの比較を行うこ

と，精度を同様に保ちたいとの理由で前回と同じ

１２２０団体としました。

１２２０団体の中身ですが，ＮＰＯ法人は全て

含んでいます。みやぎＮＰＯ情報ネットの団体情

報に任意で登録している団体，県の地域振興課で

所管していますまちづくり団体のデータを使用し

ています。それから，実態・意向調査の結果を仙

台市と共有することにしていることから，仙台市

が把握している市民活動団体の情報も含めていま
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す。また，各市町村にも照会させていただいて，

回答のあった団体も含めて，これらの重複分を除

いて１２２０団体を選んでいます。調査対象の定

義としましては，基本計画が対象としているＮＰ

Ｏの定義と同様に，市民が自主的・自発的に組織

した社会貢献活動を行う団体ととらえ，具体的に

は特定非営利活動法人や市民活動団体と，調査に

当たってはボランティア団体も調査に含めていま

す。こちらからは，これらの団体に該当するだろ

うということで，名称等から判断して調査票を送

付していますが，調査に記載されている調査対象

をみて，団体が該当しないと判断して調査票を提

出されなかった事例もあるかと思われます。地域

の組織等には名前で判断して送付はしていませ

ん。

○石井山委員

と言うことであれば，活動・実態意向調査と各

自治体で回答した認識は，だいぶズレがあること

になるので，資料３の２の各自治体でＮＰＯとの

協働内容は，行政改革と連動しているし，地域委

託という形であって，団体の性格としても非常に

官製型の住民地縁組織の類のものではないかなと

思います。市町村の認識や実態がそうであるなら

ば，この委員会もそういった視野で臨んでいくこ

とが大事だと思います。今後の議論の中で，計画

を作っていく際には，そういった視点を持つか持

たないかがすごく重要になると思います。

○山田会長

ありがとうございました。地域における市民団

体あるいはそういった組織をどう捉えるかは，最

初の時からなかなか難しい話であったわけで，こ

の辺も問い直しながら特に市町村におけるＮＰＯ

の促進・支援を考えていかなければいけないかと

思いますので，今のお話しは記憶にとどめてご議

論いただければと思います。

○今井委員

活動・実態意向調査の１２２０団体のうち法人

格を取得しているＮＰＯは何団体ありましたか。

また，市民活動団体は何団体ありましたか。具体

的な数字を教えていただきたい。

○事務局

ＮＰＯ法人につきましては，正確な数字は手元

にありませんが，１月末現在で４９４法人がござ

いましたので，１０月現在も約４８０の法人はあ

ったかと思います。その時点で存在していたＮＰ

Ｏ法人へは全て調査票を送っています。ＮＰＯ法

人以外を市民活動団体とボランティア団体として

捉えています。手元には資料がありませんので正

確な数字は申し上げられません。また，市民活動

団体かボランティア団体かは，名称で分けること

が難しいかと思われます。

○今井委員

後でよろしいので，わかる範囲で良いので是非

とも明確にしていただきたいと思います。

○山田会長

調査票を配布した団体を分類するのは難しいと

思いますので，回収された団体を何らかの形で分

類することは可能と思います。調査結果として何

らかの分類をするでしょうから，どのような性格

の団体が存在して回答していただいているかは，

把握できるかと思います。場合によっては一覧表

をご提示いただくことでもよろしいかと思いま

す。後は，実態・意向調査の結果から対象の大ま

かな分類はいずれはしなければならないと思いま

すので，よろしくお願いします。

今後の計画の見直しについて感じているのは，

一つには非正規労働者の件です。社会的な問題が

急に起きることが多いわけですが，こういった問

題に敏速に対応していくシステムはこれから考え

ていかなければなりません。従来，あまり配慮で

きていなかった部分だと思います。有能なＮＰＯ

が敏速に対応してくださることが多いですが，敏

速にサポートしていく行政の施策も必要かなと感

じています。二つ目は，各自治体で協働のまちづ
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くりを一生懸命作っていますが，これで良いのか

との疑問もいくつかあると思いますので，協働の

まちづくりを支援していくことを少し配慮してい

くべきだと思います。三つ目は，加藤さんなどと

もご一緒に進めている東北地域づくりコンソーシ

アムですが，大学・研究機関・シンクタンク・行

政がパートナーシップを組みながら，従来個々の

セクターではしにくいことを広域レベルでサポー

トしていくシステムを作ろうと考えています。多

様な主体とのパートナーシップのところで大学・

シンクタンクとの連携の施策もありますので，こ

ういった新しい動きも捉えながら，従来の行政，

ＮＰＯの支援というのはかなり限界にきていると

ころがあったので，新しい支援を探り出してこれ

からの施策の中に取り込んでいく，活かしていく

ことを是非盛り込んでいただきたいと思います。

みなさんのご意見もお出しいただければと思い

ます。

○加藤副会長

前回も関わっていますので，その記憶も含めて

申し上げます。基本計画自体はこういうことを進

める，こういうことに取り組む，こういうことが

あるべきだ，という基本的にはこのような構成に

なって，資料１の表のように，実施した事業の報

告が出るわけですが，何をやったかというアウト

プットの話はでてきても，その結果何がどこまで

達成できたかというアウトカムの話は，まさに実

態・意向調査の報告で調べて，さらに滝口委員か

らもお話しがあった，市町村の取組の進捗などが

きちんと点検される必要があります。その上で，

次に書くときにそこが足りないので頑張りましょ

うと書くだけではなくて，具体的に年度毎に進捗

・達成の程度を測定できるような計画になると良

いのかなというのが一つです。取り組むと書いて

あって，取り組みましたとの報告で終わるのが基

本計画のような感じがするのです。そうではなく

何割の自治体が取り組んでいるので，５年後には，

少なくとも市町村でも推進の計画がこのぐらいは

できているようにしたいとか，目標がないと，お

題目は立派であるが，市町村さんでは，理解され

て進むということにはならないのではないかと思

います。これはＮＰＯからの情報の開示などにつ

いても同じことが言えると思います。

基本計画を前回最終的に県議会に提出する際

に，県では「ですます調」のところを「である調」

に修正するとの話がありましたが，おかしいので

やめましょうということになり，「ですます調」

で提案していますので，二度と復活しないことを

確認しておきたいと思います。このまま「ですま

す調」で議会に提案いただくようお願いします。

○山田会長

二つお話しいただきましたが，後段の部分は記

憶にとどめていただきたいと思います。一点目は

大事だと思います。到達目標をはっきりして，ど

の時点でどこまでという進行管理をある程度描け

る計画に今回はしていくというのは，大事なこと

だと私も思いますので，ご検討いただきたい。

○滝口委員

柴田町は，官製での団体が自立できるよう市町

村は考えています。受託先に河川愛護協会や緑化

推進協議会，体育協会の記載がありますが，これ

を独立させようとの動きになっています。しかし，

その方向に行っていない現状があります。果たし

て協働かというと協働にはなっていないで，役所

のコントロール下にあるのが現実です。その団体

にいかにして独立してもらうか，具体的に支援策

はあるんですが，だけれども独立しない現状をど

う解決するかという課題があります。町も中間支

援組織を育てるための活動支援センターを作りた

いと思っています。当町の特殊事情ですが，議会

の反発がございまして，市民活動がまちづくりの

中心になることは，議会は否決だとの認識が抜け

ていないところがあります。当町は，山田先生の

ご協力をいただいて，住民自治によるまちづくり

基本条例を市民が中心になって原案を作成し，い

よいよ２月２０日前後に議会に提出をしますが，

現在の感触では否決の可能性が高いのではと思っ
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ています。先ほど出ました「ですます調」も議論

になっています。法制では「である調」でなけれ

ば通さないとの話がありましたが，例外的に「で

すます調」で書けることになりました。仙台市か

らはツーテンポくらい遅れている意識をどうやっ

て計画の中に盛り込んでいくかが大きな課題だと

思います。当町としては，まちづくり基本条例の

中にまちづくり推進センターを設置して住民のア

イデアと活動提案を一緒に行えるところは一緒

に，主体的に活動している団体で行えるところは

それでやっていく，仕組みは出来ているのでいよ

いよです。

○山田会長

５年近く掛けて数百回にわたって住民の皆さん

が集まってご議論しています。中学生でも読める

条例を作ろうということで，進んできました。

それはそれとして，官製団体，地縁組織にも色

々あると思いますが，このような団体はＮＰＯで

はないよねということで，割と否定的に考えてき

ましたが，実施に地域の中に入ってみますと，こ

のような組織もある意味で重要な存在ですし，そ

れを支援として見ていかなければならないことも

ありますので，非常に難しい課題であると思いま

す。先ほど，石井山委員が言われたことと重なり

ますので，皆さんと議論していきたいと思います

ので，よろしくお願いします。

○大久保委員

地縁組織はＮＰＯではないよねという話があっ

て，これまでに微妙なところを支援してきている

経緯があります。複雑になってきていると思いま

す。昨年１２月に公益法人制度改革があり，社団

法人のハードルが非常に低くなりましたので，非

営利の視点ではそういった団体も入ってきて，Ｎ

ＰＯの枠組みがどこからどこまでなのかをキチッ

と情報を共有してどんな支援が必要なのかを議論

しなければならない時期だと思います。５年前に

議論され，ＮＰＯ法人・市民活動団体を主にＮＰ

Ｏとすることについて，考え直さなければならな

い部分がさらに広まったと思います。

指定管理者として，ＮＰＯプラザを運営してい

ますが，社団法人から次のステップをどう踏むべ

きかとの相談を受けます。逆に言えば，社団法人

が相談する場所は無いということなんです。これ

に対して，公益認定を受けるのか，一般社団法人

となるのかの相談を受ける場にもなり始めていま

す。宮城県が支援するＮＰＯの範囲をどこまでと

するかをキチッと議論しなければ，内容にすごく

影響してきます。来年度の促進委員会の１回目，

２回目は非常に議論しなければならないと感じて

います。

○西出委員

今のお話しに追加して，ＮＰＯと社会的企業と

かコミュニティビジネスのように営利と非営利と

の境目の問題も出てきていると思うのと，資料３

の２では，市民活動に係る条例は仙台市などの市

レベルの制定であり，柴田町の条例制定は非常に

画期的だと思います。このことから県の施策を考

えたときに市も大切ですが，町村・過疎地にもっ

と重点を置いていくことも重要ですのでご配慮い

ただけると良いと思います。

これから，詳しく検討すれば良いのですが，基

本計画の６ページ「ＮＰＯの役割」のところで，

ＮＰＯ法が施行されて１０年が経ち公共の担い手

としてサービスを提供してきたＮＰＯが増えてき

ていますが，もう一つの点として市民性を創造す

る役割としてのＮＰＯを加えていただきたいと思

います。公共の担い手としてのＮＰＯの下のとこ

ろにありますが，行政との協働の相手としてのＮ

ＰＯだけれども，ＮＰＯの活動を促進するために

はＮＰＯを理解して，それに参加する市民の意識

とかボランティアや寄附の意識や行動にどう結び

つけていくか。この市民性とか民主主義の考え方

を持つことを促すための，ＮＰＯの役割は非常に

重要であります。それはこの基本計画の施策体系

図の目標である「協働による市民が主体になった

社会システムの確立を目指して」のとおり，協働

が目的ではなくて，市民が主体となった社会シス
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テムの確立が目標であるならば，市民性創造とい

うＮＰＯの役割を入れていただきたい。

国に対する政策提言の役割ですが，国への政策

提言も非常に重要ですが，市川市ではふるさと納

税の１％条例があって市民が納税したうちの１％

を自分が希望するＮＰＯに寄附できるシステムが

あるのですが，そのように市民性の創造と結びつ

けながら，宮城県民の社会参画やまちづくり参加

を促進するために，どのようなインセンティブを

設計していくかということも議論していただけれ

ば良いと思います。

○山田会長

大きく二つと捉えて良いと思いますが，町村や

農村部におけるＮＰＯの支援施策は最初から頭に

あったのですが，その特性を踏まえた具体的な戦

略・施策は見えていなかった気がします。十分に

効果をこれまでも持ち得てこなかった気がします

ので，力を入れていきたいと思います。二つめの

市民性創造の育みとＮＰＯの役割についてもきち

んと捉え直すことと，そのために県はどんなこと

が出来るのかについてはこれからの見直しの中で

検討していきたいと思います。

○小林委員

社会情勢の変化では指定管理者制度の導入も大

きな問題になっていると思います。本日の資料に

も委託の中に括られていますが，指定管理者での

委託が沢山出てきています。委託とは何ら変わら

ない指定管理もあり，どこも混沌としてます。私

も児童館を運営しているのですが，児童福祉施設

なので収益を得ることが難しい施設です。こうい

った施設も指定管理にしていることで，今になっ

て担当者が指定管理者制度に馴染むかとの疑問を

持っていることもあります。このあたりも理解を

進めていかないと難しいところなので，協働の中

に見せかけの協働が沢山入ってきている現状があ

りますので，焦点を当てて議論して行ければと思

います。

○小澤委員

多様な主体との連携ですが，進んでいるところ，

進んでいないところを基本計画の見直しの中で積

極的に表現できるかなと思っています。その上で，

企業も経営的には厳しくなっていきますので，連

携のあり方をうまく企業や多様な主体にうまく伝

わるようにＮＰＯが工夫するとか，基本計画の中

に書けるかどうかは別として，うまく伝われば良

い連携ができると思います。

お互いの理解をとおして，ＮＰＯの関係は進み

ましたが，企業・非営利組織・生協を含めてどん

なことが期待されたり，どんなことが出来るのか

を具体化できるかだと思います。企業などが得意

としている分野があるわけですから，そことうま

く連携する。単にお金だけの結びつきではなくて，

企業が得意としているネットワーク，技術などと

の連携もより具体化すればうまく連携が進むと思

います。

もう一つは企業と非営利の関係だけではなく

て，非営利間の連携も一方で重要になってきます。

５年経過して新しい視点として必要だと思いま

す。

○山田会長

企業との関係，非営利組織間の関係・連携にも

スポットをというご意見でした。まさにそのとお

りだと思います。

ほかにございませんか。

○森山委員

実態・意向調査の中で，調査団体数のうち４８

０がＮＰＯ法人，その他がボランティア団体等と

いうことであれば，法人より多いわけですから，

それが調査結果に出てくると思いますが，法人格

を持っている団体の意見だけではなく，小さなボ

ランティア団体の意見も取り入れて欲しいと思い

ます。また，地道に地域で活動している団体が沢

山ある中で，法人であるが実態のない団体もかな

り見受けられるのは問題だと思っています。それ

から委託先ですが，もっと検討された方がよい部
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分が見受けられるので，そのあたりの検討もお願

いします。

パブリックコメントの早期実施のお話しがあり

ましたが，私も同感です。市民の声を聞いていた

だいて，計画に盛り込んでいただきたいと思いま

す。

○山田会長

法人以外の小さな組織への目配せ，それから，

委託協働の事業ですがなかなか改革の方向が見え

ていないようですので，改めて議論したいと思い

ます。

○今井委員

最も基本的な問題ですが，ご意見を伺っていま

すと極めて専門的な言葉が沢山出てきますし，ご

く一部の方にしかわからない内容・語句ではどう

かと思います。ＮＰＯは一般市民の活動が根っこ

にあると思いますが，ＮＰＯをわからない一般の

方達が多いです。ですから，ＮＰＯの説明をごく

一般的な目線に立って，具体的にわかりやすく説

明していただくことが非常に大事だと思います。

一例を申し上げますと，私は名取市ですが，名取

市の支援センターで年に数回会議を開いています

が，その中でこういった質問が出たことがありま

す。「ＮＰＯ法人になったらどんなメリットがあ

るのか。デメリットはどうか。私達は全然わから

ない。偉そうな横文字を並べてそのように言って

いるだけではないのか。」という方が現実的にい

ます。ＮＰＯ活動は一般市民の参加をいただき，

ご協力を得ていくものだと思いますので，わかり

やすい説明を念頭において，計画の見直しを進め

ていくべきだと思います。

○山田会長

平成１２年に最初の計画を作る際には，そのあ

たりが主な課題であって，ＮＰＯに対する理解を

いただくためにどうしたらよいかについて非常に

苦労した記憶があります。平成１７年度の時には

そういった点は理解されたということで，今の計

画は少し変わってきたと思いますが，基本計画の

中で表現するか，違う手段で考えるのか，或いは

それを進めるための施策を基本計画に盛り込むの

かは大事かと思いますので，その点を意識しなが

ら，つまりまだまだＮＰＯ理解へのメッセージを

発信し続ける必要があることを再確認しながら，

検討していくべきだと思います。

ほかにはいかがでしょうか。今日は貴重なご意

見をいただきましたので，これらを踏まえて来年

度の早い時期に議論の場に出していただければと

思いますし，これからの骨格を検討していく材料

としていただければと思います。

それでは，協議事項は終了しまして，報告事項

について説明をお願いします。

○事務局

平成２０年度宮城県民間非営利活動促進委員会

拠点部会の開催状況についてご説明いたします。

拠点部会は民間非営利活動施設として，ＮＰＯ

にご活用いただいている６施設について，ご利用

いただく際の審査，事業の実施状況についてご助

言をい

ただくことを目的に設置させていただいていま

す。本来ですと，部会長であります石井山委員か

らご報告いただくところですが，スケジュールの

関係で石井山委員が出席いただけない日に部会を

設定しましたので，事務局から説明いたします。

資料４をご覧ください。施設１号から６号まで

の６施設がございます。岩沼市にあります施設２

号は一昨年１２月に団体が退去していますので，

現在は５施設を貸し付けています。

平成２０年度の部会の開催状況につきまして

は，平成２０年８月２０日に民間非営利活動施設

第３号旧山元養護学校職員宿舎，第６号旧白石高

等学校校長宿舎をそれぞれ利用いただいている社

会福祉法人臥牛三敬会，社会福祉法人白石陽光園

の事業実施状況の報告会ということで開催しまし

た。この拠点づくり事業につきましては，事業報

告書へのご助言のほかに，必要がある場合に開催

するのと，貸付１年目の結果，貸付４年目の結果
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につきましては必ず報告会を開催することになっ

ています。平成２０年はそのどちらにも該当しま

せんが，この２団体につきましては当初いただい

た事業計画書と実施状況に若干相違があるためヒ

アリングが必要であると一昨年判断されましたの

で，昨年８月の開催となっています。結果につき

ましては，それぞれ事業実施状況のヒアリングを

行いまして，計画と比較して進んでいない部分の

改善策を講じて住民との交流も進み，定着しつつ

あるということで報告をいただいています。

なお，現在空いています第２号につきましては，

先週から利用団体を募集し，３月２日まで受け付

けています。今年度の部会につきましては，応募

状況によりますが，３月中に開催を予定していま

す。

○山田会長

拠点部会の報告がございました。ご意見・ご質

問はありますでしょうか。

○加藤副会長

県の事業自体はこのままで，募集の協力もさせ

ていただいています。マニュアルを作って実施さ

れているのですが，市町村の皆さんのところでも

同じ事業を検討されて実施するときに，この情報

を上手に提供されると，市町村でも取り組みやす

くなるので，発信されてもよろしいのではと思い

ます。問い合わせもあると思いますが，事業を促

すことにつながって，地域のＮＰＯ・市民団体の

皆さんのお役に立つのではないかと思います。

○山田会長

今の話は大事で，県の施設は限界もありますの

で，是非計画の中で触れていければと思いますの

で，よろしくお願いします。

そのほか，全体をとおしてご注文・ご意見があ

りましたらいただきたいと思います。

今日の議論の中で共通していることは，綺麗な

言葉というよりは実際に効果がある具体的な施策

が展開できるような計画になって欲しいとのお気

持ちが何人かの方からありましたので，その点を

踏まえてこれから検討していきたいと思いますの

で，どうぞよろしくお願いします。

それでは，議事はこれで終了いたします。

○事務局

次回の促進委員会は５月の予定ですが，本日い

ただきましたご意見に基づきまして検討させてい

ただくことになりますので，その結果早く開催す

ることもございますが，事前に皆様のご都合を確

認させていただきまして，設定をしたいと考えて

いますのでよろしくお願いします。

○事務局

それでは，以上をもちまして平成２０年度第２

回民間非営利活動促進委員会を終了いたします。

どうもありがとうございました。


